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1 平成30年度長崎市後期高齢者医療事業特別会計予算総括表

款 項

1 後期高齢者医療保険料

1 後期高齢者医療保険料

歳

目

"寺別徴収保険料

2 使用料及び手数料

30年度

当初予算A

2普通微収保険料

1 手数料

4,039.969

入

29年度

当初予算B

4,039,969

1証明手数料

2,491.764

3 繰入金

2督促手数料

4,051,443

1,54B,205

4,051,443

増減

A一日

1 一般会計繰入金

2,498,643

516

▲ 11,474

1保険基盤安定繰入金

1.552.800

4 繰越金

516

' 11.474

款

2事務贊繰入金

項

' 6β79

1総

1 繰越金

532

1,439.625

515

▲ 4,595

532

務

1総務管理費

歳

1,439.625

5 諸収入

目

1繰越金

費

' 16

1,198,523

1一般管理費

1 延消金、加算金及び遇料

1,381,633

531

' 16

2 微収費

241,102

30年度

当初予算A

1,381,633

1延滞金

1徴収費

1,208.078

0

' 16

2過料

2 後期高齢者医煤広域連合軸付金

2滞納処分螢

2 償週金及び還付加算金

出

57,992

53,950

29年度

当初予算B

173,555

57.992

31旧54

(単位:千円)

1 佳期高酢者医修広域逼含納付金

1保険料還付金

' 9,555

9.913

31,954

2還付加算金

48.315

3 諸支出金

1延剛襖齢者医債広域連合軸村孟

3 雑入

67,547

21.996

増減

A-B

900

27,767

18,420

1 償週金及び還付加算金

899

11,205

1雑入

27,767

0

3,576

5,635

5,426,570

20,548

1保険料還付金

0

757

9,004

4.187

5.426,570

' 1,292

4 予備費

16.913

2還付加算金

756

0

8,819

4.187

5,426.570

3.635

5,385.562

1 予備費

185

10,437

1,448

143

5β85.562

9.004

10,087

1,507

143

9

1予備費

計

5.385.562

9,004

▲ 59

' 1.433

9

0

350

41.008

8β19

' 1.268

10,437

11

41.008

185

10,437

5,490.024

▲ 165

"

41,008

500

10,087

▲ 1,433

'2

500

▲ 1,433

350

5'444,814

▲2

500

' 1,268

500

' 165

500

500

45,210

0

0

0

計 5,490.024 5.444,814 45,210合合



2 長崎市後期高齢者医療事業に係る会計のしくみ

長崎市

i

[亙入Σ]

保険基盤安定県負担金
898.892千円

一般会計

ト゛

[亙亙三]
保険基盤安定繰出金

1.198.523千円

後期高齢者医療健康診査
受託事業収入

58.746千円

※内訳

県負担分;8羽.892干円
市負担分:299.631千円

事務費繰出金

後期高齢者医療事業
費補助金(原爆分)

86,591千円

※内訳

広域連合事務費負担金:
187.179千円

本市事務費:53.423千円
予備費:500千円

241,102千円

後期高齢者医療健康診査費
58,746千円

後期高齢者医療事業特別会計

[亙丕ヨ

保険基盤安定繰入金
1,198,523千円

後期高齢者医療療養給付費
負担金

6,096,088干円

保険料等

4,040,868千円

※内訳

保険料:4.039,9舶千円

延滞金:899千円

事務費繰入金
241,102千円

E^

広域連合紬付金
5.426,570干円

長崎県後期高齢者医療広域連合一般会

督促手数料等

※内訳

納付金(保険料等):
4,040,868千円

事務費負担金:
187,179千円

保険基盤安定負担金:
1,198,523千円

保険料還付金等
9,004千円

527干円

長崎市事務費等
54,450千円

※内訳

総務費:53,950干円
予備費:500千円

保険料還付金等
(被保険者へ還付)

9.004千円

計及び特別会計

J

゛



3 平成30年度長崎市後期高齢者医療事業特別会計予算のポイント

【歳入】

(1)博知項

目

1 特別徴収
保険料

後期高齢者医療保険料

年金から天引き
价護保険料が天引きされている年金額が年
間18万円以上の方)

2 普通徴収
保険料

内

納付書により納入{上記以外の方、若しくは
介護保険料と当該保険料額を合わせた額が年
金受給額のV2を超過する方)
又は年金天引きではなく口座振替を希望され
る方

、※

( 2 )

ア

歳出予算の「2款1項1目後期高齢者医療広域連合納付金」の一部として市が広域連合へ納付する。

詩欠1項一般会計繰入金

1目保険基盤安定繰入金

升

30年度
当初予算①

所得の低い方に係る保険料の軽減(均等割額の7・5・2割軽
減)分及び被用者保険の被扶養者だった方の軽減(均等割
額の5割軽減)分を、一般会計から繰入れる。

※歳出予算の「2款1項1目後期高齢者医療広域連合納付金」の一部として市が広域連合へ納付する。

2,491,764

29年度
当初予算②

内

イ 2目事務費繰入金

1,548,205

容

2,498,643

(単位:千円)

67,547

増減
①一②

4,039,969

広域連合
事務費

1,552,800

' 6,879

広域連合運営や保険給付に係る人件費及び
事務費のうち本市負担分(※)

本市
事務費

4,051,443

30年度
当初予算①

' 4,595

内

・事務費
・予備費

(※)歳出予算の「2款1項1目後期高齢者医療広域連合納付金」の一部として市が広域連合へ納付する。

1,198,523
腺3/4 898,892)
怖ν4 299,腿1}

' 11,474

29年度
当初予算②

容

53,423千円
500千円

1,208,078
曝3/4 906,058)
怖ν4 302,02の

・十

(単位:千円)

増減
①一②

30年度
当初予算①

'

保3/4
{市V4

9,5郭

'フ,166)
'2,認9)

187,179

29年度
当初予算②

53,923

125,285

(単位:千円)

3

241,102

増減
①一②

48,270

173,555

61,894

5,653

容



【歳出】

(1) 2款11勵目

歳入1 目

後期高齢者医療広域連合納付金

歳出

保険料
(※ 1 )

保険基盤安定繰入金
(※ 2 )

延滞金

30年度
当初予算①

広域連合事務費繰入金
(※3)

広域連会納付金

J

4,039,969

29年度
当初予算②

(※1)市は保険料を徴収し、徴収した保険料を広域連合へ納付する。
(高齢者の医療の確保に関する法律第104条及び第105条)

(※2)低所得者及び被用者保険の被扶養者だった方に係る保険料軽減分を県3/4及び市1/4の割合で負担し、市が
取りまとめて広域連合へ納付する。(高齢者の医療の確保に関する法律第卯条及び第105条)

(※3)広域連合運営や保険給付に係る人件費及び事務費を県内21市町が按分して負担する。
(長崎県後期高齢者医療広域連合規約第17条第2項)
按分内訳:経費の1割は均等割、 5割は高齢者人口割、 4割は人口割、本市負担率約28%

計

899

【単位:千円)

1,198,523

4,051,443

187,179

増減
①一②

5,426,570

756

1,208,078

' 11,474

隼

125,2部

主な増減の理由

平成30・31年度の保険料率が
改定され、均等割及び所得割
率が引き下げられたことによ
る減

5,385,562

143

' 9,555
平成30・31年度の保険料率が
改定され、均等割が引き下げ
られたことによる減

61,8g4
広域連合が実施する標準シス
テムの機器更改による広域連
合事務費負担金の増

41,008

4
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4 平成30・31年度保険料率について

高齢者の医療の確保に関する法律等の規定により、保険料の料率は2年ごとに見直す

ことになっているため、長崎県後期高齢者医療広域連合において平成30・31年度の

保険料について算定を行ったところ、剰余金の活用等により、均等割額、所得割率がい

ずれも引き下げとなった。また、高齢者の医療の確保に関する法律施行令の改正に伴い、
賦課限度額は引き上げとなった。

(保険料算定方法)

匝Σ翌^
45,800円

(現行 46,800円)

5 平成30年度の制度見直しについて

(1)保険料額の軽減

ア均等割額の軽減

(ア)低所得者に係るもの

平成29年度に引き続き{所得基準額が見直され、軽減対象が一部拡大される。

・画1亙^
(前年の総所得一33 万円)×8.67%

住見1ラ 8.80%)

同一世帯内の被保険者と

世帯主の前年の合計所得金額

33万円十伍0万円※IX被保険者捌以下

33万円十(27万5千円※2 X被保険者数)以下

合計所得金額が33万円以下

区亙三^

8,5 割軽減世帯のうち被保険者全員が年金収

入80万円以下(その他各種所得なし)

年額最高能万円

(現行57万円)

※1 平成29年度49万円

(イ)この制度に入る前日に職場の医療保険の被扶養者だった者に係るもの

'ー、』J

軽減

害1ム、

平成20.年度~平成28年度

該当年度

※2

2割

平成29年度

平成29年度27万円

軽減後の額

5割

※平成28年度の金額

平成30年度

8.5 割

36,600円

平成 31年度

9割

22,900円

6,800円

軽減割合

4,500円

9割

7 害1

5割

制度加入後

2年間に限り

5 害1

軽減後の額

4,600円※

5

14,000円

22,900円

を2,900円



イ所得割額の軽減

所得が91万円(年金収入の場合211万円)以下の者に係るもの

平成20年度~平成28年度

該当年度

(2)高額療養費制度の見直し

ア現役並み所得者の自己負担限度額の見直し

現役並み所得者について、外来に係る高額療養費算定基準を廃止・しj后尋区分を細分化、

各自己負担限度額を設定する。

平成29年度

平成30年度

イ・一般区分者の外来自己負担限度額の引き上け

一般区分者の外来自己負担限度額について、月額14,000円から18,000円に引き上げる。

<現行(70歳以上)> <平成30年8月~>

軽減割合

5 害1

2割

軽減なし

区分

現役並み

年収約370万円以上

外来

(個人)

(月額)

一般

年収約 156万円以上

約370万円未満

外来+入院

(世帯※1)

(月額)

57,600円

¥

80,100円+(医

療費一267,000

円)×1%

※2(44,400円)

住民税非課税

住民税非課税
(年金収入80万円以下

など)

14,000円

(年問 14.4

万円上限)

57,600円

※2(44,400円)

区分

8,000円

※1

※2

年収約1,160万円

以上

同じ世帯で同じ医療保険制度に加入する者

()内の金額は過去12力月以内に3回以上高額療養費の支給を受けた場合の4回目以降の限度額

外来

(個人)

(月額)

24,600円

年収約770万以上

約 1,160万円未満

15,000円

252,600円+(医療費一

842,000円)× 1%

※2(140,100円)

外来十入院

(世帯※1)

明客勵

年収約370万円以上

約770万円末満

167,400円+(医療費一

5詔,000円)× 1%

※2(93,000円)

一般

年収約 156万円以上

約370万円未満

80,100円+(医療費一

267,000円)× 1%

※2(44,400円)

住民税非課税

住民税非課税

(年金収入80万円以下など)

18,000円

(年問 14.4

万円上限)

6

57,600円

※2(44,400円)

8,000円

24,600円

15,000円

現
役
並
み



'
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(3)高額介護合算制度の見直し

ア現役並み所得者の自己負担限度額の見直し

高額療養費制度の見直しに伴い、現役並み所得者にっいて、自己負担限度額を見直す。

<現行(70歳以上)> <平成30年8月~>

160円

現役並み

年収約370万円以上

区分

一般

年収約156万円以上約370万円未満

住民税非課税

住民税非課税

(年金収入80万円以下など)

負担限度額
L

67 万円

56 万円

31 万円

(4)入院時食事療養費の見直し

アー般病床等に入院する患者の食事療養費を見直し

<現行> <平成30年4月~>

0
19 万円

区分

年収約 1,160万円

以上

100円

年収約刀0万円以上

約 1,160 万円未満

区分

現役並み

年収約釘0万円以上

一般

年収約156万円以上約370万円未満

年収約370万円以上

約770万円未満

負担限度額

一般

年収約156万円以上約訂0万円未満

住民税

非課税

212 万円

住民税非課税

90日までの入院

141 万円

食事代

住民税非課税

(年金収入80万円以下など)

住民税非課税

(年金収入80万円以下など)

90日を超える入院

釘万円

※指定難病患者や平成28年3月31日時点で1年以上継続して精神病床に入院していた患者の場厶260円

360円※

56 万円

210円

31 万円

0
160円

19 万円

区分

現役並み

年収約370万円以上

一般

年収約 156万円以上約370万円未満

100円

住民税

非課税

食事代

90日までの入院

住民税非課税

(年金収入帥万円以下など)

90日を超える入院

460円

7

210円

現
役
並
み



(5)入院時の居住費(光熱水費相当^動の見直し

ア 65歳以上の医療療養病床に入院する患者の居住費を見直し

(ただし、難病患者は負担なし)

<平成30年4月~><現行>

65歳以上医療療養病床

医療区分1

(ⅡⅢ以外の者)

医療区分ⅡⅢ

(医療の必要性の高い者)

難病患者

負担額

6 長崎市の後期高齢者医療の概要(参考)

◇

65歳以上医療療養病床

平均被保険者数(人)

0円/日

医療費総額

医療区分1

(ⅡⅢ以外の者)

一人あたり医療費(円)

医療区分ⅡⅢ

(医療の必要性の高い者)

保険料率

(千円)

平成27年度

難病患者

,

負担額

、

61,859

一人あたり保険料額※(円)

82,888.,835

370円/日

平成28年度

※毎年度6月当初賦課時点において、賦課総額を賦課対象被保険者数で除した金額。

1,339,964

(均等害噛勵

46,800円

炉尉尋割率)

8.8%

0円/日

63,060

所得階層別被保険者数(人)

(平成30年1月末)

82,598,864

平成29年度

(見込み)

1,309,846

※平成30年1月末被保険者数合計 64,343人

(均等割額)

46,800円

炉耐号割率)

8.8%

61,558

64,061

83,260,251

平成30年度

(見込み)

1,299,703

(均等害蜷頁)

46.800円

炉后昇割率)

8.8%

現役並み

61,283

64,635

83,483,426

3,240

1 291 613

一般

(均等割額)

45,800円

(所得割率)

8.67%

61,324

29,782

住民税非課税

15,673

8

住民税非課税

(年金収入80万円

以下など)

15,648

日/0

日/円002
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7 後期高齢者医療制度における医療費の流れ等について(参考)

(1)医療費等の流れ図
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③市負担金能率 V12)
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.
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■

国保連合会

国

(2)後期高航者医療費負担割合

医療等の実施月

2 0年4月~

柱D低所得者及び被扶養者の保険料軽減分にっいては、県3/4、市1/4負担(保険基盤安定負担金)
柱2)公費内での負担割合(国:県:市=4:1:1)
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